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   ㈲北野財経システム 
   北 野 会 計 事 務 所 
大阪市淀川区西中島 7-1-26 

オリエンタル新大阪ビル 707 号 
TEL：06-6304-7857・FAX：06-6304-8851 

http://www.kngroup.jp 

経営一言：私の「命」が「生、有るうちは一生懸命生きろ！」と私を小突く。 

（作詞・作曲家 小椋 佳氏） 

－所長コメント：物には物の耐用年数がある。家屋には家屋、人間には人間の耐用年

数、即ち平均寿命がある。人間の場合、生かされている間、社会の役立ちたい。－ 

 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

委任契約書と印紙  《税務》 

委任契約書には、原則として、印紙税が課税されず、収入印

紙は貼る必要がありません。しかしながら、例外として、7 号文書

（継続的取引の基本となる契約書）に該当する可能性がありま

す。このため、課税文書に該当するかどうかは、契約書の記載内

容をよく見て慎重に判断する必要があります。 

よくありがちな誤解が、契約書のタイトルが「委任契約書」にな

っていれば問題ない、というものです。契約書が課税文書に該当

するかどうかは、あくまで契約書の内容の記載によって判断され

るのであって、タイトルの記載で判断されるのではありません。 

委任契約書が課税文書に該当するかどうかは、慎重な判断が

求められます。なお、収入印紙税の課税の判断については、最終

的には、その事業者を管轄する税務署がおこなっています。 

ちなみに、国税庁本体や、管轄の違う税務署でも相談自体は

受け付けていますが、その相談の回答と管轄税務署との見解は

必ずしも一致するとは限りません。これは、弁護士、税理士、行政

書士などの専門家による回答も同様です。このため、最終的な確

認は、必ず管轄の税務書でおこなってください。 

 

気になる記事：鴻海傘下入り決定、シャープ 出資 66％に 

 シャープは 25 日、台湾の鴻海（ホンハイ）精密工業による買収提案を受け入れると発表した。出資を含めて総額 6600 億円規模の支援を受け

る。鴻海はグループでシャープの議決権の約 66％を押さえ、経営権を握る。創業 100 年を超えるシャープは電子機器の受託製造サービス

（EMS）世界最大手で連結売上が 15兆円近い鴻海の傘下に入り、成長投資を再開。経営再建を急ぐ。 

 
親族への高額給与  《税務》 

 法人税法上、役員に対する給与には損金算入に制限が設けら

れています。そのため、可能な限り税金を納めなくてすむように、

多くの会社は税法と照らし合わせて役員給与を決めています。

一方、社員（使用人）に対する給与は原則として、損金算入が認

められます。しかし、使用人への給与をすべて損金算入としてし

まうと、本来役員への給与とすべき金額を、役員の親族である使

用人に過大に支給して、所得の分散やグレーな節税につなげて

しまうこともあり得ます。そこで、配偶者や直系血族など役員と

「特殊関係」にある使用人（特殊関係使用人）に対して支給する

給与については、その支給の額のうち不相当に高額な部分の金

額は損金の額に算入しないことになっています。 

 特殊関係使用人には、①役員の親族、②役員と事実上の婚姻

関係にある人、③①と②以外の人で役員から生計の支援を受け

ている人、④②と③の人と生計を一にする者の親族が挙げられま

す。また、不相当に高額な部分の金額とは、その使用人の職務

の内容、その会社の収益、他の使用人に対する給与の支給の状

況、その会社と同種同規模会社の使用人に対する給与の支給状

況などに照らして相当であると認められる金額を超える部分の金

額をいいます。 

 
開業前の知識・能力不足、経営者との交流を通じて対応  

《経営》 

 日本政策金融公庫総合研究所が実施した 2015 年度新規開業

実態調査で、開業者には「実務経験のある分野で開業する」「ほ

とんどの開業者が知識・能力の不足を感じたまま開業する」「先

輩経営者や同じステージの企業家との交流を通じて、不足してい

る知識や能力の向上を図り補完する」―の特徴があることが浮き

彫りになりました。 

 それによると、開業時の平均年齢は 42.4 歳。85％が現在の事

業に関連する仕事をした経験があり、71.4％が管理職として働い

た経験があります。多くの開業者が実務経験のある分野で開業し

ますが、起業を志した時に、不足していると感じていた知識・能力

はなかったという割合は4.3％、開業時点でも4.9％で、ほとんどの

開業者が知識・能力に不足を感じつつ開業に踏み切っています。

中でも「経理・税務・法律等の知識」（76.3％）や「顧客を開拓する

営業力」（48.5％）の不足をあげた開業者が多いようですが、「事

業を営むための体力」を除き、時間とともにその割合は低下して

います。多くの開業者が不足している知識・能力を向上・補完する

ために何らかの取り組みを行っていますが、開業前後を通じて

「先輩経営者との交流」の割合が最も高く、開業後には「同じステ

ージの企業家との交流」の割合が最も増えています。 

 

法人番号の付与が容易に経産省が支援ツールを公開  

《税務》 

 １月からのマイナンバー制度開始により、設立登記法人などに

も法人番号が付与されました。法人情報の一元管理という観点

からも、取引先等の法人番号がすぐに入力できるツールがあると

便利なのだが。。。そうした要望に経済産業省が対応し、企業等

が保有する法人情報に簡単に法人番号を付与するのを支援す

るツールを作成、公開しました。同ツールは Web サイトから無料

でダウンロードでき、市販の表計算ソフトで動作します。企業等が

保有する法人情報のうち「法人名称」および「本社所在地」に基

づいて法人番号の候補を自動で付与しまる。株式会社を「株式

会社」、「㈱」と記述する等の主な表記の揺れについても対応が

可能になります。同ツールにより、各企業などは組織内の複数部

署で管理されている法人情報の集約や組織外の情報との突合

せが容易になり、営業活動や調達など業務の効率化を期待でき

る、と同省は期待しています。マイナンバー制度では、１法人に１

つの法人番号（13 ケタ）が指定されます。個人番号とは異なり利

用範囲の制約がなく、誰でも自由に利用ができます。法人番号

は、国税庁の法人番号公表サイトで公表済みです。 

 

 


